
a_国民健康保険事業（事業勘定）1事業シート（令和２年度予算）
2 ２

1 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

廃止検討

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に基づく国保事業運営のため必要な経費であり、今後も同様
に事業を実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・レセプト点検の実施　339,842件
・高額療養費案内封筒及び限度額適用認定証の印刷など

・年度末加入世帯数・被保険者数
　　　世　帯　数　　12,224世帯
　　　被保険者数　20,306人

事業実績

評価等
・療養給付費及び療養費の適正化の取組として全レセプトの点検を行った。
・レセプト点検員の能力向上を図る必要がある。

廃止検討

1,5251,656 1,620 1,585県国民健康保険連合会負担金

329

査定額

電算処理の委託 12,800 11,545 10,500 14,850

25,630 25,630 4,585

20,680 20,680 △ 365

一般財源 0 0 0 0

21,045 21,284

特定財源

その他（ 一般会計繰入金 23,618 21,294

2,200 2,200 2,200

県費　（ 特別交付金

事業名 11100 一般管理費 予
算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 総務費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

148 2,750 2,750 2,750

2,178国費　（ 国民健康保険システム改修事業費 10/10

個票枝番 主な事業内容

目的 ・国民健康保険事業の安定運営を図り、安心して医療を受け続けられるようにする。

増減 (d)-(ｃ)

23,618 21,623 21,045

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 25,630
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d）

23,610

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

項 総務管理費
根拠計画

担当課 市民保健部　市民課 内線 2152 目 一般管理費

概要
・国民健康保険事業の運営に伴う一般管理事務
　レセプト点検等診療報酬の確認、高額療養費、限度額適用認定、そのほか全般に係る事務
・オンライン資格確認に伴う電算システムの整備

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）1 2-11100



a_国民健康保険事業（事業勘定）2事業シート（令和２年度予算）
2 ２

1 ⑴

2

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

廃止検討

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

評価等
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・高い収納率の維持、向上のため、継続した取組を実施する。
・国民健康保険料の賦課方式を、現在の４方式（所得割、資産割、均等割、平等
割）から３方式（所得割、均等割、平等割）に、平成30年度から令和2年度の３年
間かけて移行する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・国民健康保険料の決定、賦課徴収事務、被保険者証・高齢受給者証（70～74歳対象）の交付等
・資格異動に伴う事務、保険料算定のための所得確認等
・国民健康保険料収納率向上対策（保険料未納者に対する督促状や催告書の送付、休日夜間納付相談
窓口の開設、窓口延長時の一部納付受付など）
・国民健康保険料コンビニ収納

・現年度分保険料収納率　　96.2％
・口座振替率（年平均）　 　　76.9％
・コンビニ納付率（年平均） 　19.6％
・短期被保険者証交付数（年度末）　　436世帯

事業実績

評価等 ・収納率は全国、県内でも高く、国保事業の健全運営と負担の公平性の一定の確保ができている。

廃止検討

5,000

賦課徴収事務 40,240 31,858 40,390 36,508

7,000 4,476 6,000

0 0 0 0

概要

・国民健康保険法第76条に基づく国民健康保険料の賦課徴収事務
・保険料の決定・通知、保険証・高齢受給者証（70～74歳対象）の交付
・資格異動に伴う事務、保険料算定のための所得確認
・保険料未納者に対する督促状や催告書の送付、納付相談窓口の開設

45,599 44,959 44,959 △ 4,86350,893

増減 (d)-(ｃ)

50,893 39,612 49,822 45,599 44,959 44,959 △ 4,863

15

徴収費
根拠計画

担当課 市民保健部　市民課 内線 2155 目 賦課徴収費　等

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 44,959
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d）

目的
・適正に保険料を賦課・徴収することにより、国民健康保険事業を健全に運営する。
・保険料の収納率を向上させることにより、国民健康保険事業の健全運営を行うととも
に負担の公平性を確保する。

事業名
12100
12200

賦課徴収費
保険料収納率向上特別対策事業費 予

算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 総務費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

特定財源

国費　（ 

県費　（ 特別交付金

その他（ 一般会計繰入金

H31実績 R6目標

項

一般財源

個票枝番 主な事業内容

保険料集金委託

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績

39,597 49,822

査定額

国民健康保険料コンビニ収納 760 481 600 600

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）2 2-12100・12200



a_国民健康保険事業（事業勘定）3事業シート（令和２年度予算）
2 ２

1 ⑴

3

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に定められた運営協議会であり、今後も同様に協議会を開催
する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

事業実績 ・協議会開催　　２回 事業実績

評価等 ・高山市の国民健康保険事業の適正な運営に寄与した。 評価等

担当課
予算要求
ポイント

一般会計繰入金

県費　（ 

328

先進地視察 440

運営協議会委員報酬 437 273 328

査定額

国費　（ 

1,047 391

個票枝番 主な事業内容

458 458 △ 40

一般財源 0 0 0 0

498 475

特定財源

その他（ 

△ 40

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 458
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

1,047 391 498 475 458 458

目的
・国民健康保険の事業運営に関する重要事項の審議を行い、保険料や条例改正事項
等についての答申を行う。
・被保険者や医療機関等の意見も踏まえた健全な事業運営を行う。

概要
・国民健康保険の事業運営に対する重要事項の審議を行い、市長に答申を行う。
・運営協議会の開催

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

項 運営協議会費
根拠計画

担当課 市民保健部　市民課 内線 2155 目 運営協議会費

事業名 13100 運営協議会費 予
算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 総務費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）3 2-13100



a_国民健康保険事業（事業勘定）4事業シート（令和２年度予算）
2 ２

2 ⑴

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に定められた保険給付であり、今後も適正な保険給付を行う。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

事業実績

・一般被保険者療養給付費　　　　 325,304件
・退職被保険者等療養給付費 　    　2,597件
・一般被保険者療養費　　　 　　 　 　10,636件
・退職被保険者等療養費　　　　 　   　　133件

事業実績

評価等 ・被保険者数の減少に伴い、件数、金額とも減少した。 評価等

担当課
予算要求
ポイント

19,300審査手数料 20,500 19,222 19,400

70,000

退職被保険者等療養費 2,000 663 1,000 100

一般被保険者療養費 80,000 61,026 75,000

県費　（ 普通交付金、特別交付金 5,582,500 5,199,644 5,345,400

5,100,000

退職被保険者等療養給付費 80,000 47,313 50,000 1,000

一般被保険者療養給付費 5,400,000 5,071,420 5,200,000

査定額

国費　（ 

個票枝番 主な事業内容

一般財源 0 0 0 0

特定財源

その他（ 

△ 155,000

5,185,110 5,190,400 5,190,400 △ 155,000

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 5,190,400
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

5,582,500 5,199,644 5,345,400 5,185,110 5,190,400 5,190,400

目的

・保険者が医療機関等へ療養の給付を行うことにより被保険者の負担を軽減し、安心
して医療機関等に受診できる。
・医療機関等からの請求に対し、岐阜県国民健康保険団体連合会が、県内保険者分
を共同処理することで効果的かつ効率的に審査を行うことにより、保険者の事務の軽
減を図る。

概要

・療養給付費の負担金（入院、外来、歯科、調剤、柔道整復、補装具等）
・国民健康保険法第４５条第５項に基づく審査手数料の支払
・岐阜県国民健康保険団体連合会レセプト電算処理システムの利用手数料
・レセプト等に係る保存、管理及び事務処理の効率化を目的とした保険者レセプト管理システムの運用管理業務に要する費用
に充てるための手数料

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

項 療養諸費
根拠計画

担当課 市民保健部　市民課 内線 2152 目 一般被保険者療養給付費　等

事業名
21100

～21500

一般・退職被保険者療養給付費
一般・退職被保険者療養費
審査手数料

予
算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 保険給付費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）4 2-21100-21500



a_国民健康保険事業（事業勘定）5事業シート（令和２年度予算）
2 ２

2 ⑴

2

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

担当課 市民保健部　市民課 内線 2152 目 葬祭費

市長公約
款 保険給付費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 葬祭諸費
根拠計画

事業名 22100 葬祭費 予
算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

目的 ・被保険者の喪主に対し、保険給付として葬祭費を支給する。 概要
・国民健康保険法第５８条第１項に基づく被保険者が死亡した場合の葬祭費の支給
　市国民健康保険条例第６条に基づき、被保険者が死亡したときはその葬祭を行った方に対し葬祭費として５万円を支給する。

8,000 8,000 8,000 0

要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

8,000 6,350 8,000

最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

その他（ 国民健康保険料 8,000 6,350

県費　（ 

個票枝番 主な事業内容

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 8,000

0 0 0 0

8,000 8,000 8,000 0

一般財源

特定財源

国費　（ 

8,000

8,000

査定額

葬祭費 8,000 6,350 8,000

評価等 ・国民健康保険法に基づく保険給付のために必要な事業である。 評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に定められた保険給付であり、今後も同様に実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績 ・葬祭費　　　　127件 事業実績

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）5 2-22100



a_国民健康保険事業（事業勘定）6事業シート（令和２年度予算）
2 ２

2 ⑴

3

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に定められた保険給付であり、今後も同様に実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

事業実績

・一般被保険者高額療養給付費　　　　　　　　　　12,052件
・退職被保険者等高額療養給付費　　 　　　　　　 　106件
・一般被保険者高額介護合算療養給付費　　　　　     9件
・退職被保険者等高額介護合算療養給付費　　　　　　0件

事業実績

評価等 ・国民健康保険法に基づく保険給付のために必要な事業である。 評価等

担当課
予算要求
ポイント

1,400

退職被保険者等高額介護合算療養給付費 200 100 10

一般被保険者高額介護合算療養給付費 800 44 1,200

県費　（ 普通交付金 821,000 728,017 811,300

800,000

退職被保険者等高額療養給付費 20,000 10,858 10,000 200

一般被保険者高額療養給付費 800,000 717,115 800,000

査定額

国費　（ 

個票枝番 主な事業内容

一般財源 0 0

特定財源

その他（ 

△ 9,690

801,610 801,610 801,610 △ 9,690

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 801,610
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

821,000 728,017 811,300 801,610 801,610 801,610

目的

・医療費が高額になる場合、自己負担限度額を超えた分について保険者が療養の給
付を行うことにより、安心して医療機関等に受診することができる。
・医療保険と介護保険の自己負担の合算額が高額となった場合に、保険者が療養の
給付を行うことにより、安心して医療機関等に受診することができる。

概要

・国民健康保険法第５７条の２、及び同法施行令第２９条の２に基づく事業の実施
　　被保険者の１か月の医療費の自己負担額が、一定の限度額を超えた場合に、その超えた額を支給する。
・国民健康保険法第５７条の３に基づく事業の実施
　　１年間の医療保険と介護保険の自己負担額の合算額が一定の限度額を超えた場合に、その超えた額を支給する。

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

担当課 市民保健部　市民課 内線 2152 目

まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 高額療養費
根拠計画

一般被保険者高額療養費　等

事業名

23100
23200
23300
23400

一般被保険者高額療養費
退職被保険者等高額療養費
一般被保険者高額介護合算療養費
退職被保険者等高額介護合算療養費

予
算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 保険給付費

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）6 2-23100-23400



a_国民健康保険事業（事業勘定）7事業シート（令和２年度予算）
2 ２

2 ⑴

4

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に定められた保険給付であり、今後も同様に実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

事業実績
・一般被保険者移送費　　　　0件
・退職被保険者等移送費　 　0件

事業実績

評価等 ・国民健康保険法に基づく保険給付のために必要な事業である。 評価等

担当課
予算要求
ポイント

県費　（ 普通交付金 300 0 300

150

退職被保険者等移送費 150 0 150 1

一般被保険者移送費 150 0 150

査定額

国費　（ 

個票枝番 主な事業内容

一般財源 0 0

特定財源

その他（ 

△ 149

151 151 151 △ 149

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 151
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

300 0 300 151 151 151

目的
・医師が治療のために医療機関等へ移送することが必要と判断した場合に、保険者が
移送費を支給することにより、治療に適した医療機関等で受診することができる。

概要
・国民健康保険法第５４条の４に基づく移送費の支給
　　被保険者が医師の指示により、療養の給付を受けるための病院等へ移送されたときの移送費の一部を支給

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

担当課 市民保健部　市民課 内線 2152 目

心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

項 移送費
根拠計画

一般被保険者移送費　等

事業名
24100
24200

一般被保険者移送費
退職被保険者等移送費 予

算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 保険給付費 まちづくり戦略

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）7 2-24100・24200



a_国民健康保険事業（事業勘定）8事業シート（令和２年度予算）
2 ２

2 ⑴

5

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に定められた保険給付であり、今後も同様に実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

事業実績 ・出産育児一時金　 　60件 事業実績

評価等 ・国民健康保険法に基づく保険給付に必要な事業である。 評価等

担当課
予算要求
ポイント

国費　（ 

国民健康保険料、一般会計繰入金

県費　（ 

29,400

出産育児一時金支払手数料 28 12 24 16

出産育児一時金 54,600 25,157 46,200

査定額

54,628 25,169

個票枝番 主な事業内容

29,416 29,416 △ 16,808

一般財源 0 0 0 0

46,224 37,817

特定財源

その他（ 

29,416 △ 16,808

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 29,416
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

54,628 25,169 46,224 37,817 29,416

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

目的
・保険給付として出産育児一時金を支給することにより、安心して子どもを産むことがで
きるようにする。

概要

・国民健康保険法第５８条第１項に基づく被保険者への出産育児一時金の支給
　　市国民健康保険条例第５条及び附則に基づき、被保険者が出産（妊娠４か月以上の出産）したときはその世帯主に
　　対し、出産育児一時金を支給（４２万円又は４０万４千円）
　　出産育児一時金の直接支払制度にかかる岐阜県国民健康保険団体連合会への手数料の支払い

項 出産育児諸費
根拠計画

担当課 市民保健部　市民課 内線 2152 目 出産育児一時金　等

事業名
25100
25200

出産育児一時金
出産育児一時金支払手数料 予

算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 保険給付費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）8 2-25100・25200



a_国民健康保険事業（事業勘定）9事業シート（令和２年度予算）
2 ２

3 ⑴

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・国民健康保険法に定められた納付金であり、今後も同様に実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

616,089 641,100

事業実績
・国民健康保険被保険者数　20,306人

・国保の県単位化の影響に係る一般会計からの繰入金　50,000千円
事業実績

評価等 ・国民健康保険法に基づく納付金であり、必要な事業である。 評価等

担当課
予算要求
ポイント

国費　（ 災害臨時特例補助金 1

250,900介護納付金分納付金 271,200 271,195 287,300

629,500

退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付金 3,400 3,302 500 1

一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金 616,100

国民健康保険料、一般会計繰入金、諸収入　等

県費　（ 特別交付金、国庫負担金減額措置対策費補助金　等 174,800 252,767 183,600

1,645,700

退職被保険者等医療給付費分納付金 9,100 9,028 1,400 1

一般被保険者医療給付費分納付金 1,889,900 1,889,814 1,984,500

査定額

998

2,614,899 2,535,663

個票枝番 主な事業内容

2,420,702 2,420,702 △ 310,498

一般財源 0 0 0 0

2,731,200 2,670,010

特定財源

その他（ 

2,526,102 △ 388,698

146,130 105,400 105,400 △ 78,200

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 2,526,102
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

2,789,700 2,789,428 2,914,800 2,816,140 2,526,102

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

目的
・国民健康保険法第７５条の７の規定により、県が国民健康保険給付費等交付金の交
付に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用に充てるために、県に対し
納付金を納付する。

概要

・県は、市町村に交付する保険給付費等交付金、前期高齢者納付金、後期高齢者支援金等、介護納付金などの納付に充てる
ため、市町村ごとの医療費水準と所得水準等（後期高齢者支援金等、介護納付金は所得水準等）を使った按分により市町村ご
との納付金の額を決定し市町村に通知する。
・市町村は、県から通知のあった「医療給付費分納付金」「後期高齢者支援金等分納付金」「介護納付金分納付金」を納付する。

項 医療給付費分納付金　等
根拠計画

担当課 市民保健部　市民課 内線 2155 目

事業名
31110

～33100

一般・退職被保険者医療給付費分納付金
一般・退職被保険者後期高齢者支援金等分納付金
介護納付金分納付金

予
算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 国民健康保険事業費納付金 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

説明

a_国民健康保険事業（事業勘定）9 2-31110-33100



a_国民健康保険事業（事業勘定）10事業シート（令和２年度予算）
2 ２

4 ⑴

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・保健事業の実施については、第2期保健事業実施計画に基づき、医療費の抑
制・適正化の取り組みや健康意識向上のための事業を組み合わせて行ってい
く。
・特定健康診査については、健康ポイント事業などを活用しながら受診率の向上
を図る。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

事業実績

【保健事業】
・啓  発  事  業　　　医療費通知、後発医薬品利用差額通知、健康講演会
　　　　　　　　　　 　　 柔道整復療養費適正化に係る調査、市民健康まつり
・健康管理事業　　　脳ドック健診、バランス食学習会
・体力づくり事業　　水中ウォーキング、健康づくりウォーキング、ヨーガ教室、筋トレ講座
【特定健康診査等】
・特定健康診査（40歳～74歳の被保険者）　　　実施数　7,708人　　受診率　53.5％
・特定保健指導（40歳～74歳の被保険者）　　　実施数　  550人　　指導率　91.7％
・健康診査（18歳～39歳の被保険者）　　　　　　実施数　  639人

事業実績

評価等

・保健事業の実施により、被保険者の健康増進や医療費の維持、低減が図られていると思われるが、そ
の効果を検証し事業内容の評価につなげる必要がある。
・特定健康診査の受診率及び特定保健指導の実施率は県内の市で上位にあるものの、特定健康診査
の受診率の目標は達成できていないため、向上を図る必要がある。

評価等

担当課
予算要求
ポイント

12,640

健康診査委託 107,000 82,328 99,000 97,000

保健事業 16,420 9,145 15,020

査定額個票枝番 主な事業内容

79,500 79,500 △ 3,780

一般財源 0 0 0 0

83,280 82,201

特定財源 県費　（ 特別交付金 42,400 43,032 40,800 33,900 39,800 39,800 △ 1,000

市長査定額 増減 (d)-(ｃ)

133,480 99,782 124,080 116,101 119,300 119,300 △ 4,780

国費　（ 

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 119,300
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

その他（ 国民健康保険料、一般会計繰入金　等 91,080 56,750

事業名
51110
52100

保健事業費
特定健康診査等事業費 予

算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性 心身の健康と文化、教育で心豊かな暮らしを実現する

市長公約
款 保健事業費 まちづくり戦略 心身が健康で安心して暮らし続けられる社会の実現

要求額 財務部査定額（d）

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

目的

・運動や健康に関する意識啓発等を行うことにより、被保険者の健康の保持、増進を図
る。
・内臓脂肪型肥満（メタボリックシンドローム）に着目した特定健康診査、特定保健指導
を行うことにより、被保険者の将来的な重症化が予防されるとともに、医療費を抑制す
る。

概要

・保健事業の実施
　　体力づくり事業（ウォーキング他）、健康管理事業（脳ドック健診）、啓発事業（医療費通知他）
・特定健康診査、保健指導事業の実施
　　内臓脂肪型肥満に着目した特定健康診査、特定保健指導の実施（早期介入、行動変容）及びデータ管理

項 保健事業費　等
根拠計画

担当課 市民保健部　市民課 内線 2152 目

説明
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1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和2年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施 5.平成31年度事業実績、評価等（Check）　R2.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 評価等
財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・被保険者の社保加入に伴う資格喪失等に係る過年度保険料の還付は、今後も
同様に行う必要がある。
・平成30年4月からの国保制度改革により、療養給付費等負担金及び退職者医
療交付金は県に交付されることになったため、次年度以降は返還金が発生する
ことはないが、これらに代わって保険給付費等交付金の返還金が新たに発生す
る。また、特定健康診査・保健指導負担金は引き続き市に交付されるため、実績
を超えた分は返還する必要がある。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)

担当課
予算要求
ポイント事業実績

・一般被保険者保険料還付金　　　　　１５６件
・退職被保険者等保険料還付金　　 　　　５件
・保険給付費交付金等返還金　　　　　療養給付費等負担金返還金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  退職者医療交付金返還金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  特定健康診査・保健指導負担金返還金

事業実績

H30完了 H31完了

H31完了予定 R2完了予定

100

保険給付費交付金等返還金 120,800 120,769 40 40

6,000

退職被保険者等保険料還付金 700 11 500

査定額

一般被保険者保険料還付金 6,000 3,899 6,000

個票枝番 主な事業内容

0 0 0 0

6,140 6,140 6,140 △ 400

一般財源 0

特定財源

国費　（ 

その他（ 国民健康保険料・繰越金 127,500 124,679

決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a)

県費　（ 

6,540

歳出事業費
（職員人件費を除く）

H30 H31 R2予算 実施計画額 -

6,140 6,140 6,140 △ 400

要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

127,500 124,679 6,540

最終予算

総合計画等　主な指標 Ｈ30実績 H31実績 R6目標

目的
・適正な保険料の賦課徴収のために生じる還付金及び交付金等の清算に伴う返還金
を支出する。

概要

・国保法第９条に定める資格喪失の届出が適正に行われなかった場合又は年度を遡って資格を喪失した場合、被保険者でな
かった期間に係る収納済保険料を還付するもの
・上記に係る還付加算金
・国保法第７５条の２、国保の国庫負担金等の算定に関する政令等により交付される保険給付費等交付金の清算に伴う返還金

担当課 市民保健部　市民課 内線 2155 目 一般被保険者保険料還付金　等

市長公約
款 諸支出金 まちづくり戦略

項 償還金及び還付加算金
根拠計画

事業名
93100
93200
93300

一般被保険者保険料還付金
退職被保険者等保険料還付金
保険給付費交付金等返還金

予
算

会計 国民健康保険事業特別会計(事業勘定)
総合計画

まちづくりの方向性

説明
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